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1



2

1.世界における

オープンサイエンスの動向
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1-1. オープンサイエンスとは
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オープンサイエンスとは？

学術は本来的にオープンなのでは・・・？



英国王立協会 Philosophical Transactions
…オープンな学術活動の淵源

 英国王立協会より1665年創刊

 現在の学術雑誌の基本機能が創
刊号から盛り込まれる。
 登録（日付、出所）

 認定（査読）

 伝承・保存

 それまで書簡や暗号でやりとりされ
ていたことによる、学術発展の阻害
要因を解消。
 誰の新規研究であるのかの判定

 他研究者の知見を土台とした、学術の
積み重ね

5



多様なオープンな学術活動の総称としての
オープンサイエンス
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オープンデータ

オープンな
ラボブック
/ワークフロー

データ集中科学

市民科学

オープンコード

プレプリント

オープン

アクセス 異なる
評価システム

協働的
目録作成

科学ブログ
オープン引用

Source: European Commission, “Open Innovation, Open Science, Open to the World—a vision for Europe,” 2016



政策文書にみる
「オープンサイエンス」の定義

 明確な定義なし*

 一般的理解
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1. 学術研究および学術を整理するため
の新しい方法

2. デジタル技術により可能となる

3. アカデミアにおける価値基準を変える

（＊）OECD, “Making Open Science a Reality”（2015）
https://www.fct.pt/dsi/docs/Making_Open_Science_a_Reality.pdf

「徐々にあり方が
変化していく」

というのが
ポイント！



Open Science…European Commission (2014)

…Public Consultation ‘Science 2.0’: Science in Transition

‘Science 2.0’ describes the on-going evolution in the modus 
operandi of doing research and organising science. These 
changes in the dynamics of science and research are enabled by 
digital technologies and driven by the globalisation of the 
scientific community, as well as the increasing societal demand 
to address the Grand Challenges of our times. They have an 
impact on the entire research cycle, from the inception of 
research to its publication, as well as on the way in which this 
cycle is organised.
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EU: Open Science Monitor
I. 学術論文のオープンアクセス
 学術論文のオープンアクセス
 プレプリント
 異なる学術出版プラットフォーム
 助成機関のオープンアクセス・ポリシー
 オープンアクセスに対する研究者の態度

II. オープンな研究データ
 研究データ用リポジトリ
 助成機関のデータ共有ポリシー
 研究データ共有に対する研究者意識

III.オープンな学術ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
 オープン査読
 学術雑誌のオープン査読ポリシー
 Altmetricの利用
 論文の修正・リトラクション

9Source: Open Science Monitor
https://ec.europa.eu/research/openscience/index.cfm?pg=home&section=monitor

Open Science Monitor
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1-2. オープンサイエンスの駆動力
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1-2-1 学術論文の
オープンアクセスへの要求



シリアルズ・クライシス
Serials Crisis

学術雑誌価格の
高騰

 1986-2011年に
かけて4倍に！

 日本ではこの間、1985年のプ
ラザ合意以後、円高が進行し、
円が2倍以上に強くなったため、
この痛みをさほど感じず、世界
のオープンアクセスの世論に乗
り遅れる結果となった。

12Source: ARL Statistics 2010‐11 Association of Research Libraries, Washington, D.C.
*Includes electronic resources from 1999‐2011.
http://www.arl.org/storage/documents/monograph-serial-costs.pdf



アカデミアからの反発 (1)
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論文は研究仲間が
読むために書いてい
るのに、相手が論文
を読めないというの

はどういうこと?!

査読や体裁を整える作業はほ
ぼ研究者がしているのに、商用
出版社が40％以上の利益率で

収益を得るのはおかしい！
しかも研究者は無償で作業をし、

原稿料ももらっていない！

学術雑誌が高
すぎて、図書館
で購読契約して

くれない！



アカデミアからの反発(2)
 “転覆計画”
 Steve Harnad (1994)
 学術論文を印刷し、出版社に収益をもたらす代わりに、イン

ターネット上でオープンに学術論文を公開することで、現行の
学術出版システムの転覆を提案した。

 “学術出版社への公開質問状”
 世界の3.4万名の研究者が署名 (2001)
 オープンアクセスを担保しない伝統的な学術雑誌をやめ、オン

ライン上の公的図書館の設立を呼びかける。

⇒学術雑誌PLOS（Public Library of Science）の創刊

14



アカデミアからの反発 (3)
 ブダペスト・オープンアクセス・イニシア

ティブ(BOAI), (2002)
 OAの定義を与える。

 OA実現の２つの方法:
1. セルフ・アーカイビング (グリーンOA)

 著者最終稿、もしくはエンバーゴ期間後の印刷版の論文が、インターネット上の
機関リポジトリ等にオープンに置かれる。

2. オープンアクセス・ジャーナル (ゴールドOA)
 購読料をやめ、代わりに論文投稿料（APC, article processing charge）と呼

ばれる費用を著者が負担する

15Source: Budapest Open Access Initiative
http://www.budapestopenaccessinitiative.org/read



大学が著者最終稿を流通できるように、
教員が大学に権利譲渡するOAポリシー
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 ハーバード大学文理学部を皮切りに、
全米の多くの大学が、グリーンOA実現
のために、OAポリシーを採択。

 MITは全学でOAポリシーを採択した、
初の大学。（2009.3.18採択）

1. 教員が大学に自身の学術論文を流
通させる権利を与える
（非独占的かつ非営利的で譲渡可能なライセ
ンスを大学に付与）

2. 論文単位の、著者の自由裁量の方針

3. 教員が、論文を出版と同時に機関レ
ポジトリにデポジット

4. 大学が機関レポジトリを通してオープ
ンアクセスを提供

OAポリシー、
MIT教員の満場一致で採択

【大学のOAポリシーのポイント】

Source: MIT Faculty Open Access Policy
https://libraries.mit.edu/scholarly/mit-open-access/open-access-policy/



OAポリシーを採択した機関
（ROARMAPより）

17Source: Registry of Open Access Repository Mandates and Policies (ROARMAP)
http://roarmap.eprints.org/

(83)

(56)

(664)

(74)
887 institutions

(10)
日本の登録機関

・文科省

・北大

・九大

・京大

・名工大

・大阪府大



オープンアクセス出版支援協定（COPE）
―大学がAPCを負担することを表明

18Source: Compact for Open-Access Publishing Equity
http://www.oacompact.org/

COPE署名大学 OA出版助成を行う大学
（COPE署名なし）

ハーバード大学
MIT
カリフォルニア大学バークレー校
コーネル大学
デューク大学
エモリー大学
ダーツマス大学
コロンビア大学
ミシガン大学
サイモンフレーザー大学
ユタ大学
オタワ大学
ピッツバーグ大学
テネシー大学ノックスヴィル校
テキサスA&M大学
メモリアル・スローン・ケタリング癌ｾﾝﾀｰ
カルガリー大学（加）
カールスルーエ工科大学（独）
バルセロナ大学（西）
ロードアイランド大学
CERN（国際機関）

カーネギー・メロン大学
ジョンズ・ホプキンズ大学
ブランダイス大学
タフツ大学
ジョージ・メーソン大学
カリフォルニア大学デービス校
カリフォルニア大学アーバイン校
カリフォルニア大学マーセッド校
カリフォルニア大学サンフランシスコ校
カリフォルニア大学サンタバーバラ校
カリフォルニア大学サンタクルーズ校
ウィスコンシン大学マジソン校
ミネソタ大学
インディアナ大学-パデュー大学インディアナポ

リス校
ルンド大学（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ）
北イリノイ大学
南イリノイ大学カーボンデール校
コロラド大学
フロリダ大学
イリノイ大学シカゴ校
アイオワ大学
カンザス大学
北カロライナ大学チャペルヒル校
オクラホマ大学
オレゴン大学
ウェーク・フォレスト大学
マニトバ大学（加）
スイス連邦工科大学チューリヒ（ｽｲｽ）
ビーレフェルト大学（独）
トロムソ大学（ﾉﾙｳｪｰ）

2014年以降、
署名が

増えていない。



エルセビア社ボイコットの署名運動
－Cost of Knowledge（知識の代償）

19http://www.thecostofknowledge.com/

 数学者Timothy Gowersが
にエルセビアのボイコットを呼
びかけ。（2012.1.21）

 エルゼビア社の雑誌への論
文の発表、査読、編集業務の
提供などによってエルゼビア
社を支援しないと表明。

 34名の著名な数学者が「知識の
代償」に署名。（2012.2.8）

 以後、特設サイトに1.7万人を超
える署名が集まる（2018.7現在）。

1．学術雑誌購読料が高すぎ

2．パッケージ販売の上、収益率が高すぎ

3．自由な情報の交換に制限をかける



Max Planck研究所提案：現在の購読料を
APCに振り替える―OA2020

20
 35カ国109機関が参加表明

 日本からは2機関が参加表明
• JUSTICE、物性グループ・物性委員会

購読モデル 著者負担モデル

200万本 200万本

（注）１€＝130円で計算

１論文当たりの単価：

４９万円
１論文当たりの単価：

２６万円に設定

世界総購読料：

９８８０億円

一気に転換を
図るから

flippingとも
呼ばれる

世界総APC支出：

５２００億円 学術情報流通
コストは

ほぼ半減！

before after



エルセビア社と正面対決するドイツ：
Projekt-DEAL
 エルセビア社にPublish&Readモデルのナショナル

ライセンス契約を求めて、ドイツがドイツ学長協会主
導で、2017年度分からの契約について、交渉。

 合意に至らないまま、2018.8現在も硬直状態。

21

 2017年1月： ドイツの60機関契約切れ＆アクセス失う

 2017年2月：エルセビア社が、交渉中はアクセス復旧を約束

 2018年1月：ドイツの計127機関が契約切れ

 2018年7月：ドイツ側が交渉打切りを宣言
→エルセビア社、契約失効機関のアクセスを打ち切り

（経過） 2018.7現在
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1-2-2 説明責任への要求
ー公的資金を得た研究成果の公開



政府レベルにおける
オープンアクセスに向けての動き

 重病医療患者からの抗議
 「学術研究は主に税金で賄われているのに、その成果を

見るのに更にお金を払わなければいけないのは、納得が
いかない！」

 助成機関による公的研究資金を得た研
究成果の公開義務化（主に学術論文）
 NIH(US)-2008-”NIH Public Access Policy”
 RCUK(UK)-2013-provides grant to universities 

for APC

23



米国における学術論文のオープンアク
セスポリシーにつながった働きかけ

24



助成機関のOA義務化の受け皿となった分野別
リポジトリの代表格ーPubMed Central（PMC）

 米・NIHの運営する生物医学・生命科学のオンライン論文
アーカイブ

 2007年、NIHから資金を得てなされた研究成果は、学術雑
誌で発表後一年以内に、論文全文を公衆が無料でアクセス
できる状態にしなければならないことが義務化された。
 具体的には、NIHの研究成果である論文の著者最終稿をPMCに登

録することとなった。

25

 2018年7月現在、計500万本の論文アーカイ
ブを収容・提供する。

 なおPubMed Centralは、2012年にPMCへと
名称変更された。

https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/



助成機関が補助するAPC

RCUK OA包括的補助金 (2012.9.7発表)

26

The investment will enable a number of research-intensive UK institutions to 
kick-start the process of developing policies and setting up funds to meet the 
costs of article processing charges (APCs). This is in line with the 
recommendations of the Finch report on open access, published in June.

Source: Government invests £10 million to help universities move to open access（2012.9.7）
https://www.gov.uk/government/news/government-invests-10-million-to-help-universities-move-to-open-access



学術論文の公開から、
研究データの公開へ

27

公的資金

による

研究成果

研究

データ

学術論文



Open Science…OECD (2015)

…Making Open Science a Reality

Open science commonly refers to efforts 
to make the output of publicly funded 
research more widely accessible in 
digital format to the scientific 
community, the business sector, or 
society more generally. Open science is 
the encounter between the age-old 
tradition of openness in science and the 
tools of information and communications 
technologies (ICTs) that have reshaped 
the scientific enterprise and require a 
critical look from policy makers seeking 
to promote long-term research as well 
as innovation.

28



 署名国:
 豪州、オーストリア、ベルギー、カナダ、中国、チェコ共和国、デンマーク、フィン

ランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、イス
ラエル、イタリア、日本、韓国、ルクセンブルグ、メキシコ、オランダ、ニュージー
ランド、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、ロシア連邦、スロバキア共和国、
南アフリカ共和国、スペイン、スェーデン、スイス、トルコ、英国、米国 （abc順）

 コミットメント:
 公的資金を得たデジタルな研究データへのアクセス体制の

構築に向けて動く。

 原則:
 オープンネス、透明性、法的調和、責任、プロフェッショナリズム、知財

保護、インタオペラビリティ、質とセキュリティ、効率性、説明責任

29



研究データから最大効用を得る

 経済的効用

 重複研究投資の排除

 学術的効用

 研究の加速

 学際領域研究の促進

 社会的効用

 社会的課題の解決

 イノベーションの創出
30

研究データを
再利用して、
最大効果を

得よう！
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1-2-3 データ氾濫への対応
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33

研究活動におけるデジタルデータの氾濫

データ収集時

データ加工・解析

・可視化

データ保存時
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経験科学

理論科学

データ集中科学

計算機科学
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1-2-4 研究の透明性・再現性への要求



36Source: The Retraction Watch Leaderboard
http://retractionwatch.com/the-retraction-watch-leaderboard/ (Accessed 2017/03/19)



ClimateGate Scandal

37
http://blog.heartland.org/2011/11/heartland-institute-mentioned-in-climategate-emails-rounds-1-and-2-part-1/
https://wattsupwiththat.com/2009/11/28/telegraphs-booker-on-the-climategate-scandal/
https://thinkprogress.org/climategate-hacked-emails-reveal-global-warming-deniers-are-crazed-conspiracy-theorists-ea8dfeb792b3#.ke1ie5d3v

Telegraph
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 Recent decades have seen an unprecedented 
explosion in the human capacity to acquire, 
store and manipulate data and information 
and to instantaneously communicate them 
globally, irrespective of location…

 …Effective exploitation of Big Data depends 
fundamentally upon an international culture 
of 'Open Data' that involves sharing of data 
and their availability for re-use and re-
purposing. 

Source: CODATA: Message form President Geoffrey Boulton
http://www.codata.org/message-from-president-geoffrey-boulton



The Royal Society:
Science as an open enterprise (2012)

AREAS FOR ACTION
 Scientists need to be more open among 

themselves and with the public and media
 Greater recognition needs to be given to 

the value of data gathering, analysis and 
communication

 Common standards for sharing information 
are required to make it widely usable

 Publishing data in a reusable form to 
support findings must be mandatory

 More experts in managing and supporting 
the use of digital data are required

 New software tools need to be developed 
to analyse the growing amount of data 
being gathered

39Source: Royal Society: Final report - Science as an open enterprise
https://royalsociety.org/topics-policy/projects/science-public-enterprise/report/



Science International:
Open Data in a Big Data World

 The accord identifies the opportunities 
and challenges of the data revolution as 
today’s predominant issue for global 
science policy. It proposes fundamental 
principles that should be adopted in 
responding to them. It adds the 
distinctive voice of the scientific 
community to those of governments 
and inter-governmental bodies that 
have made the case for open data as a 
fundamental pre-requisite in 
maintaining the rigour of scientific 
inquiry and maximising public benefit 
from the data revolution in both 
developed and developing countries.

40Source: Science International: Open Data in a Big Data World
http://www.icsu.org/science-international/accord



「正しい学術のあり方（Good Science Practice）」
を実現するための研究データの公開

 「学術（科学）」とは、他者が再現可能な、証拠を伴う知
識。

 科学者は、自身の研究成果をオープンに伝達しなければなら
ない。

 科学者は、その証拠も提示しなければならない。

 印刷体の時代は、学術論文しか、提唱した説の根拠と
して提示することができなかった。

 デジタル時代には、研究データも、根拠として提示がで
きる。

41

研究データが提供さ
れれば、研究の再現
性も担保されるよ！
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1-2-5 社会からアカデミアへの要求



グローバル化と協働作業

43

 インターネットの出現
により、国際共同研究
の機会が拡大

 情報の共有・保存
のためのプラットフ
ォーム

 オンライン・コラボレ
ーションのプラットフ
ォーム

Source: Open Science Framework
https://cos.io/our-products/open-science-framework/



マイケル・ニールセン
「オープンサイエンス革命」

 SPARC honors Michael 
Nielsen as innovator for 
bringing Open Science into 
the mainstream (2012)

 Reinventing Discovery tells 
the exciting story of an 
unprecedented new era of 
networked science.

 It demonstrated various 
cases with strong emphasis 
on citizen science.

44https://www.amazon.co.jp/Reinventing-Discovery-New-Networked-Science-ebook/dp/B005OQGZ54
http://sparc.arl.org/news/sparc-honors-michael-nielsen-innovator-bringing-open-science-mainstream



市民科学の事例

Galaxy Zoo
星雲分類をクラウドソースする天文プロジェクト

Foldit
 タンパク質折りたたみに関するオンラインビデ

オのパズル

eBird
鳥類観察のオンラインDB

45



アカデミアに対する
社会からの圧力

説明責任

 納税者からの、説明責任への要求。

経済合理性

 研究の重複の排除。研究データの再利用

社会にとって意味のある研究への要求

 同じ税金を投入するのなら、社会に裨益する研究
をして欲しい。

※ 人文学や基礎科学を必ずしも否定するものではない。これらら人類を豊かにする。ただ
し、誰のために、どのように意味あるのか分からない研究は、避けて欲しいという意味。
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社会が主導する研究

社会において分析・解析力を有する層
が拡大している。

社会の課題解決や企業における研究
開発など、大学等に頼らずに行われて
いる研究も多い。

また、社会の方が、問題の現場に近い
だけ、意味のある研究が出来ている可
能性もある。

47

最近は、
社会の方が問題を
よく分かっているし、

解決能力が
あることが多い。
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1-2-6 学術情報流通関係者の
デジタル時代のミッション再定義の必要性



国際STM出版協会
オープンサイエンス・ポジションペーパー

 全般的には、オープンサイエンスを支持し、推進。

 ただし、以下に留意を促す。

49（出典）STM position on Open Science
https://www.stm-assoc.org/2016_10_31_STM_Open_Science_Position.pdf

意訳

 著作権法は、新しいサービスの開発やイノベーションを生み出す源
泉である。このため、著作権法はオープンサイエンスの枠組みにお
いても、保護されなければならない。ライセンシングのオプションは
強くSTMにより推奨される。デジタル出版物を進展する方法だから
です。

 著者は、自身のキャリアに最も有利な出版物に論文投稿する自由
を持つべきであるとSTMは考える。短すぎるエンバーゴ期間や、
ゴールドOAへの助成の欠如などの、助成機関や政府による強す
ぎる規則はこれに反する。特にEUのHORIZON2020が学術論文の
OAを推奨することに、STMは懸念を示す。（後略）



学術出版業から
研究支援プラットフォームプロバイダへ

50
（出典） 2016年11月、エルセビア・ジャパンのDr. Anders Karlsson, Vice President, Strategic Alliances, Global Academic Relationsより入手

コンテンツから

コンテキストへ



「MIT図書館の未来」初期報告
…The Future of MIT Libraries

 MIT図書館の未来は、我々が創るグローバルなオープンプラッ
トフォームにある。MITは、これを世界のクリエーターや探索者、
キュレーターに供し、他の図書館や学者に、この上に新たな
ツールを構築することを許容する。

51Source: MIT, "Institute-wide Task Force on the Future of Libraries—Preliminary Report" (2016.10.24)
https://news.mit.edu/2016/mit-task-force-releases-preliminary-future-libraries-report-1024

MIT図書館のヴィジョン

 図書館がサービスを提供するコミュニティと、関係性
やパートナーシップの範囲の、拡大化された定義

 情報の発見・アクセス・利用を革新的高めることへの
コミットメント

 学術成果に関わる長期保存と持続性に関するリー
ダーシップへの義務感

 学際研究の促進と、情報科学と学術コミュニケーショ
ンの開発に関する新しいイニシアティブ
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1-2-7 オープンサイエンスの駆動力の
理解



オープンサイエンスの
ステークホルダー

53

伝統を保つことで、
我々はバランスを
取ってきたのだ

大学図書館

出版社

研究者

政府

助成機関

市民

情報基盤センター

大学管理運営

…研究者はもはや、学術研究活動の唯一のプレヤーではない。



オープンサイエンスへの

駆動力と現存維持の力
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２つの力の
バランスで

学術研究の方法は
決まる



高学歴化する社会

 成人の大学学位取
得率が拡大している。

 それだけ、社会にお
いても、分析・解析ス
キルを有する人材が
拡大。

 社会と大学の研究力
の差が縮まっている。

55

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

25‐64 才 25‐34 才 35‐44 才 45‐54 才 55‐64 才

⼤学学位取得者⽐率（国別・年齢層別, 2016年）

⽇本 韓国 イギリス フランス
ドイツ アメリカ OECD平均 G20

⽇本

韓国

⽶国

英国

フランス

ドイツ

OECD平均
G20



オープンサイエンスと
高等教育のマス化のアナロジー

社会における大卒者上昇

⇒ 学術を理解する人材が社会に拡大

⇒ 社会からの学術への要求顕在化
 学術成果の公開、産学連携、研究の透明性・再現性、学術コミュニ

ケーションのオープン化

⇒ 社会と学術界の距離縮小

⇒ 社会と共に歩む学術
 市民科学、社会的課題解決、イノベーション・・・

56



時間差で起きる教育面と研究面の、
高等教育のマス化
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大学
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社会と
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学生に合わせた

大学教育体制

初年次教育

大学経営・執行部 等

社会において必要

とされる大学教育

コンピテンシー教育

専門職業人育成 等

社会からの学術への

要求顕在化

公的資金を得た

研究成果の公開等

社会のための学術

社会と共に進む学術

社会的課題解決

市民科学、インパクト等

教
育
面

研
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58

2.世界の研究データ管理を

取り巻く動向



オープンサイエンスにおける

研究データ管理のとらえ方

 オープンサイエンス（OS）とは

 学術研究活動がデジタルに移行するにあたり、学術をよ
りオープンに、より有用なものにしようとする動き

 OSという文脈における「研究データ管理」

 研究データは、OSの流れのなかの、最もデジタルのも
のとして抽出しやすい学術成果のうち、論文の次のター
ゲットとして浮上したもの。

 研究データをオープンにすることにより、研究の透明性・
再現性が確保されるとともに、研究データの再利用によ
る、研究の加速、学際領域研究、社会的課題解決、イノ
ベーションなどが図られることが期待される。
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研究データとは
Research Data

 研究の過程で、研究者が収集・生成・利用する、あ
らゆるデータや研究資料を指す。

60

 データの取得条件や取得環境（例えばプログラムコードや、実験環境、理論

モデル、ワークフロー、同意書等）、データの説明資料等も含む。

 データ生産過程(例)： 実験、観測、数値シミュレーション、画像・映像、
社会調査（アンケート、インタビュー）、データ解析等

 生データだけでなく、データ解析による一次・二次データ、論文の根拠
データなども含む。

 電子データだけでなく、紙媒体や物理的試料等も含む。また、あらゆる
フォーマットを含む（テキスト、スライド、音声、画像、映像、物理試料、DB、プ

ログラム実行ファイル等）

※ 研究の成果発表に直接利用されたデータは、「論文の根拠データ」として、特
に要求されることがある。

※ 研究データは（分野依存が大きいこともあり）、定まった定義が現状ではない。

研究者からすると、
あまりにも広い概念過ぎて、
捉えどころがない用語・・・。



「研究データ管理」とは、⼀般的にある研究プロジェクト
において使⽤された、あるいは⽣成された情報を、どのよ
うに組織化、構造化、保管、管理していくのかを指す⾔葉。

研究データ管理には次のようなことが含まれる︓
 どのようにデータを取り扱っていくかの計画（Data

Management Plan）策定
 研究プロジェクトが⾏われている間の、⽇々の情報の取り扱い
⽅

 ⻑期的にデータをどのように取り扱うか（研究プロジェクトが
終わった後はそのデータをどうするのか）

1.3.1 研究データ管理
(Research data management) とは

http://researchdata.ox.ac.uk/home/introduction‐to‐rdm/ より

＞第2章も参照



What is research data management?

Storage

Organizing

Preservation

Documenting

Sharing
Choosing 

technology
Versioning

Structuring

Backing up
Curation

Security

Research data 
management –

a very brief introduction



研究データ管理とは
Research Data Management (RDM)

 研究の当たりをつけるためのデータ収集・生成
 データ構造化・管理

 知財委員会、人を対象とした研究倫理委員会への対応

 研究データ管理計画（DMP）の作成

63

研究成果
公表段階

研究実施
段階

研究計画
段階

 研究素材となるデータの収集・生成・加工（試行錯誤）
 データ構造化・管理、バージョン管理、データ取得条件の記録
 共同研究者とのデータ共有、アクセス管理
 データ権利処理（機密データ、個人情報等）
 データ保護（セキュリティ、バックアップ）

 研究発表のためのデータ特定、成果発表
 データ保存、所属機関への報告

 今後の自身の研究活動のためのデータ整理
 長期保存データ、一定期間保存データ、不要データの特定

 外部と共有・公開するデータの整理
 説明資料付与、匿名化等処理、利用条件の明確化、公開手続き

 （自身の研究人生終了後も含めた）データ長期保存への対応
 （研究室外への）データ保存・公開手続き

船守の
理解です



なぜ研究データを管理しなくては
いけないのか？

研究実施上の理由
 自分のデータを効率的に扱うため

 あらゆる分野で大量のデータを扱うようになり、またクラウド上の共同研究も進み、
データを研究中、適切に管理していないと、研究が滞るようになった。

 自分のデータを守るため
 セキュリティ対策、バックアップ、匿名化処理、権利処理、長期保存のためのフォー

マッティング、データ取得環境の保存 等

 データを公開・共有することで、大規模or学際的なデータセットが解析
可能となるため
 データを公開・共有するためには、第三者にも分かる説明の付与が必要

 研究不正を疑われたときに、身の潔白を証明するため

外部条件
 研究助成機関が要求するから

 研究透明性・再現性の観点から（Good Science Practice）

 公的資金を得た研究成果は社会に還元すべきだから（説明責任）

 研究機関のレピュテーションのため（データのあるところに人は集まる）
64

データの
貸し借りは

お互いさま！

研究者は、昔からデータは
きちんと管理しているのに、
なぜ今更、データ管理なの
か？
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2-1. 研究助成機関による要求



研究データ管理（RDM）
…研究助成機関による要求

 しばしば、RDMを促進させるための「アメと
ムチ」のムチと評せられる。

 目下、最も強制力をもったRDMの推進力である。

 「公的資金を得た研究成果はオープンにされ
るべき」という論理で、施策を展開する。

1. データ管理計画（DMP）の導入

2. 研究データ公開の推奨
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学術論文の公開から、
研究データの公開へ

67

公的資金

による

研究成果

研究

データ

学術論文



研究データ共有に関わる政策展開

 2003, NIH, Data Sharing Policy
 2004, OECD Declaration on Access to Research Data from 

Public Funding
 2007, OECD Principles and Guidelines for Access to 

Research Data from Public Funding
 2007, Biotechnology and Biological Sciences Research 

Council (BBSRC-UK), Data Sharing Policy
 2011, Research Councils UK, Data Sharing Policy
 2011, NSF, Data Sharing Policy
 2013, OSTP-US, Increasing Access to the Results of 

Federally Funded Scientific Research
 2014-20, Horizon 2020, Open Research Data Pilot
 2016, RCUK, Concordat on Open Research Data
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日本の助成機関のOA/OS方針

69

 「日本学術振興会の事業における論文のオープンアクセ
ス化に関する実施方針」（2017.3.9）

 JSPS助成による論文については、原則OA

 研究成果報告において、OAの有無をチェック

日本学術振興会

 「オープンサイエンス促進に向けた研究成果の取扱いに
関するJST の基本方針」（2017.4.1）

 JST助成による論文については、原則OA

 論文のエビデンスデータは公開することを推奨

 研究採択後のデータマネジメントプランの提出を義務付け

科学技術振興機構



世界の研究助成機関における
データ保存ポリシーの有無
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ポリシーなし
データ保存を

要求

推奨

Source: Jisc, “Sherpa Juliet—Juliet Statistics” (Last accessed, 2018.8.13)
http://v2.sherpa.ac.uk/view/funder_visualisations/1.html



研究データ管理計画
Data Management Plan (DMP)

研究者が、研究プロジェクト期
間中に取得する研究データに
ついて、その管理・保存方法
や公開の有無、共有の方法を
記すもの。

近年、研究助成機関から、競
争的資金申請時あるいは採択
時に、求められるようになった。

日本ではJSTが、2018年度よ
り作成を求めている。
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データ
生成

データ
加工

データ
解析

データ
保存

データ
共有

データ
再利用

データ

ライフサイクル

大学図書館が、
研究者にDMPの
作成方法を助言

しているよ！
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2-2. 「研究の再現性」担保の必要性



研究再現性の危機
…科学者1500名へのアンケート (2016)

73Source: Nature, “1,500 scientists lift the lid on reproducibility” (2016.7.26)
https://www.nature.com/news/1-500-scientists-lift-the-lid-on-reproducibility-1.19970

研究再現性の危機はあるか？ 研究を再現できなかったことはあるか？

ある

少し

ある

他人の研究

自分の研究



研究再現性の危機…科学者1500名へのアンケート

…研究が再現されない理由と対処方法

74Source: Nature, “1,500 scientists lift the lid on reproducibility” (2016.7.26)
https://www.nature.com/news/1-500-scientists-lift-the-lid-on-reproducibility-1.19970

研究の再現性が低い要因 研究再現性を高める方策

選択的レポーティング

論文出版圧力

統計的検出力or解析力が弱い

ラボで十分検証されていない

監督・モニタリング不十分

研究方法、コードが利用できない

実験デザインが悪い

生データが利用できない

研究不正

査読不十分

再現性努力の問題

再現性に専門技術が必要

標準試薬のバラツキ

不運（Bad Luck）

統計の理解向上

監督・モニタリングの改善

より確実な研究デザイン

よりよい教育

研究室内の検証の強化

優れた研究実践へのインセンティブ付与

正式な再現性へのインセンティブ付与

研究室外の検証強化

メンタリングの時間拡大

学術雑誌によるスタンダードの強化

ラボノートブックのチェック時間拡大



研究再現性の危機（医学）
…出版バイアス等の指摘

 スタンフォード大学John Ioannidis教授（医学）は、医学における研究再現
性の問題を提起する、キーパーソンである。

 2005年に統計的手法で、「なぜ発表された研究成果のほとんどは偽である
のか」を論文発表している。2016年に、これを医療研究に限定した論文を発
表している。
 “Why Most Published Research Findings Are False” PLOS Medcine, 2005.
 “Why Most Clinical Research Is Not Useful” PLOS Medcine, 2016.

 また2005年に別の論文で、高く評価されている45の医学研究論文を対象
に、その結果がより大きなサンプルサイズをもつ後続研究にサポートされて
いるか、検証した。
 “Contradicted and Initially Stronger Effects in Highly Cited Clinical Research” JAMA, 

2005.

 45の研究の内、7つ（16%）は否定され、7つ（16%）は当初の結果よりも有効性
が小さく、20（44%）は再現され、残りの11（24%）はほぼ検証されていない、と
された。
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研究再現性の危機（医療）
…臨床試験のデータ公開に向けて

根拠に基づく医療（EBM）では、論文発表等されている臨床試
験等の事実に基づき、最善の治療を特定するが、論文発表に
出版バイアス（否定的結果が公表されない傾向）がかかっていると、
適切な治療ができない。

 このため米国では1997年に臨床試験を登録するClinicalTrials.govができたが、
登録は思うように進まなかった。

 2004年の抗うつ薬パキシルに関するデータの隠ぺいが裁判となり、2005年に
WHOによる臨床試験の登録制度ICTRPが設立された。

 また複数の有力医療系学術雑誌が2004年、（研究開始時からの結果が公的DB
にない限り）製薬企業が支援する薬物研究の結果の公表は拒否すると発表した。

 2009年のインフルエンザの流行の際、ロシュ社は未公表の試験に基づいて、タミ
フルの効果を主張し、各国多額の投資につながったが、情報公開法より得られた
臨床試験データの追試により、効果は十分には認められないことが判明した。
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研究再現性の危機（心理学）
…Reproducibility Project: Psychology

 心理学分野の学術論文100本について、
その再現性を検証したもの。

 同じ方向性の結果を得たのは39本に留ま
り、残りの６割強は再現性が低かった。

 心理学の分野では、著名研究者の論文も
再現できないという指摘が相次ぎ、このよ
うな検証実験がなされた。

 リーダーのBrian Nosekは、
COS(Center for Open Science)を立
ち上げ、OSF（Open Science 
Framework）の開発を指揮している。

77Source: Nature, “Over half of psychology studies fail reproducibility test” (2015.9.27)
https://www.nature.com/news/over-half-of-psychology-studies-fail-reproducibility-test-1.18248

再
現
性
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し
（
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本
）

再
現
性
あ
り
（
39
本
）



学術雑誌における根拠データの要求
…Joint Data Archiving Policy (JDAP) 

 JDAPは、「学術論文の根拠データが公開されていることを
要求する、学術雑誌の方針」である。

 この方針を打ち出している学術雑誌に投稿する場合は、論文の根
拠データをどこかのリポジトリにて公開する必要がある。

 JDAPは2011年、進化論の分野の学術雑誌がとりまとめ、
公開リポジトリの一つであるDRYADにポリシーを掲載して
いる。

 他の分野の学術雑誌も「Supplements」という形で、論文
の根拠データを要求するようになっている。

78(出典) DRYAD, “Joint Data Archiving Policy (JDAP) ”
https://datadryad.org/pages/jdap



論文の根拠データを求める査読
…Peer Reviewers’ Openness Initiative

 「論文に以下が備わっていない場合、査読をしない。また出
版を勧めない」というイニシアティブ。

 2017年1月より開始し、すでに493名が賛同している。（2018.8現在）

【論文に求められる要件】

79

1. 論文の評価および再実施に必要なデータは全て、公開(publicly available)
されていなくてはならない。

2. 関連の資料・試料も公開されていなくてはならない。

3. データまたは資料の一部が公開されていない場合は、明確な理由（法的、
倫理的、現実的に無理等）が提示される必要がある。

4. 提示された資料の解釈に資する文書や、プログラムをコンパイルし実行さ
せる方法なども、ともに公開されなくてはならない。

5. これら資料の所在は論文原稿に記載され、信頼できる第三者に預けられ
ていなくてはならない。

(出典) Peer Reviewers’ Openness Initiative
https://opennessinitiative.org/the-initiative/



研究前査読の試み
…Registered Reports
 研究を実施する前段階において、リサーチクエスチョンと研

究手法について、査読を行う。

 これにより、（論文の査読を通るための）自分に都合の良い
結果のみを投稿するといった、問題ある研究実践が軽減さ
れることを期待している。

 既に125の学術雑誌が、この方法に取り組み始めている。

80(出典) Center for Open Science (COS), “Registered Reports”
https://cos.io/rr/



学術評価方法の改革
…査読システム

 オープン査読（Open Peer Review）

 査読内容が公開される。査読者の名前は、公開/
非公開、共にあり

 査読の透明性確保。

 出版後査読（Post Publication Peer Review）

 論文が採択・出版されてから、査読される。

 出版までの時間短縮。かつ、論文のインパクトが
時間をおいて形成されることにも対応。

 カスケード査読（Cascading Peer Review）

 論文が棄却された際、そのときの査読内容を、次
に投稿する雑誌に引き継ぎ。

 査読のコスト削減と、効率性の確保。
81

論文は、投稿されてか
ら出版されるまで、

時間がかかりすぎる！

査読すべき論文
が山積み！

この査読者は、私
の研究を本当に理
解しているのか?!



UCバークレーにおける研究透明性・再現
性等に関わるプロジェクト

I. Reproducibility and Open Science
 Berkeley Institute for Data Science
 研究透明性と再現性を、各種のツールや実践により促進する。

 ワシントン大学、ニューヨーク大学と連携。

II. Berkeley Initiative for Transparency in the Social 
Sciences
 Center for Effective Global Action (CEGA), UC Berkeley
 社会科学分野における研究の透明性を促進する。

 大学としてではなく、問題意識を有する教員のプロジェクト。

 スローン財団等から資金を得ている。

 主に大学院生を対象に、①研究の再現性を確保できる研究実施方
法に関する研修や、②研究再現性を高める取り組みへの助成などを
行っている。

82(出典) Reproducibility and Open Science, BIDS   https://bids.berkeley.edu/working-groups/reproducibility-and-open-science
Berkeley Initiative for Transparency in the Social Sciences  https://www.bitss.org/
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2-3.研究データ管理のための
環境整備



データリポジトリ

一般的データリポジトリ

分野別データリポジトリ
多数あり

84



European Open Science Cloud
(EOSC)

 EOSC aims to accelerate and support the 
current transition to more effective Open 
Science and Open Innovation in the Digital 
Single Market.

 KEY FACTORS:
 New modes of scholarly communication
 Modern reward and recognition practices need 

to support data sharing and re-use.
 Core data experts need to be trained and their 

career perspective significantly improved.
 A real stimulus of multi-disciplinary 

collaboration requires specific measures in 
terms of review, funding and infrastructure.

 The transition from scientific insights towards 
innovation needs a dedicated support policy.

85Source: European Commission: Realising the European Open Science Cloud
https://ec.europa.eu/research/openscience/pdf/realising_the_european_open_science_cloud_2016.pdf#view=fit&pagemode=none
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NFFA-Europe
nanoscience foundries & free analysis

 EU内の複数の測定機器により

得られた測定値を一つのリポ

ジトリに集め、データ統合、解

析するツールを提供する。

（利用場面）

 一研究者が特定サンプルの計測のため
に、複数の施設を利用。データをNFFA
のデータリポジトリに保存。

 研究グループがデータを共有、共同解析

 他の研究者が、研究データを利用、解析

(X線回折、NMR、質量分析、電子顕微鏡、微細加工・・・)

Source: カールスルーエ工科大学Rainer Stotzkaより情報入手



オンラインの研究データ管理機能
…Open Science Framework (OSF)

 米・COS（Center for Open Science）が、スローン財団等か
らの支援を得て開発する、オンラインの研究データ管理機能。

 オープンに提供されている。また日本では、NIIがOSFと学認
（学術認証フェデレーション）と連携したサービスを2020年以降
提供予定。

87

 クラウド上のファイルやデータ等の保存機能

 共同研究者等とのファイル共有機能と、アクセスコン
トロール機能

 自動のバージョンコントロール機能、DOIなどの識別
子の付与、外部サービスからのリンク機能

 50年間保証のリポジトリ機能

OSFの機能



オープンサイエンスにおける
研究データ管理の必要要件

 これまでの研究データ管理

 研究者が、自身または限定された研究グループ内の利用
のためにデータを管理。

 専門分野内で理解できれば十分であった。

 オープンサイエンス時代の研究データ管理

 根本的に、第三者が研究データを閲覧・利用することが前
提。

 専門分野外の人も含め、研究データを理解・再利用可能
なように、説明を付す必要がある。

 再利用されるためには、そもそも研究データが発見可能
でなければならない。

88
FAIR (Findable, Accessible, Interoperable, Reusable)



データ共有の基準としてのFAIR原則
FAIR Data Principles

 To be Findable: (見つけられるために)
 F1. （メタ）データが、グローバルに一意で永続的な識別子（ID）を有すること。

 F2. データがメタデータによって十分に記述されていること。

 F3. （メタ）データが検索可能なリソースとして、登録もしくはインデックス化されていること。

 F4. メタデータが、データの識別子（ID）を明記していること。

 To be Accessible: (アクセスできるために)
 A1. 標準化された通信プロトコルを使って、（メタ）データを識別子（ID）により入手できること。

 A1.1 そのプロトコルは公開されており、無料で、実装に制限が無いこと。

 A1.2 そのプロトコルは必要な場合は、認証や権限付与の方法を提供できること。

 A2. データが利用不可能となったとしても、メタデータにはアクセスできること。

 To be Interoperable: (相互運用できるために)
 I1. （メタ）データの知識表現のため、形式が定まっていて、到達可能であり、共有されていて、広く適用可能な記述言語を使うこと。

 I2. （メタ）データがFAIR原則に従う語彙を使っていること。

 I3. （メタ）データは、他の（メタ）データへの特定可能な参照情報を含んでいること。

 To be Re-usable: (再利用できるために)
 R1. メタ（データ）が、正確な関連属性を豊富に持つこと。

 R1.1 （メタ）データが、明確でアクセス可能なデータ利用ライセンスと共に公開されていること。

 R1.2 （メタ）データが、その来歴と繋がっていること。

 R1.3 （メタ）データが、分野ごとのコミュニティの標準を満たすこと。

89(出典) NBDC訳, “データ共有の基準としてのFAIR原則”
https://events.biosciencedbc.jp/article/14

(出典) FORCE11, “The FAIR Data Principles”
https://www.force11.org/group/fairgroup/fairprinciples



データジャーナルとサプルメンツ

データジャーナル (2014-)
 Nature: Scientific Data
 Scientific Data is an open-access, online-only journal for 

descriptions of scientifically valuable datasets. 

 Elsevier: Data in Brief
 Data in Brief provides a way for researchers to easily share 

and reuse each other's datasets by publishing data articles. 

サプルメンタル・データ
 学術論文に掲載はされないが、読者の役に立つ、学術

論文を補足する研究データ

90http://www.nature.com/sdata/ https://www.journals.elsevier.com/data-in-brief



学術評価基準の改革
…研究データと社会的インパクト

論文だけでなく、研究データを評価する。

データジャーナル

データ引用

社会的インパクトを評価する。

 Altmetrics

91http://www.nature.com/sdata/ https://www.journals.elsevier.com/data-in-brief    https://www.datacite.org/
http://altmetrics.org/manifesto/     https://impactstory.org/     https://www.altmetric.com/       http://readermeter.org/   
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2-4.大学における研究データ管理の
支援体制



研究データ管理における

研究機関による支援と管理の必要性

 機関による研究データ管理の支援
 データ管理計画の作成支援

 データのストレージ提供

 データへのメタデータ付与

 データの公開・出版

 データと研究活動の広報

 データの外部提供手続き（機微なデータ） 等

 機関による研究データ管理
 「研究データ10年保存」への対応

 研究者の異動・退職後の対応

 研究不正発生時の対応 等

93

国内大学では、
どこの部署が担当
するのが適当？

研究推進部
研究支援部門（URA）
大学図書館
情報基盤センター
広報、アウトリーチ
産学連携室
大学執行部

・
・
・



How we classify our tools and services

Before research During research After research

Data Management Support

Data 
Management 

Planning
Active Data 

Infrastructure
Data 

Stewardship



purr postcard and poster

95
95パデュー大学

データ管理計画（DMP）

データ出版・公開（DOI）

データ・アーカイブ

共同研究者と利用できるクラウドドライブ

２５４２の研究助成申請書のDMP作成支援

研究担当副学長室、図書館、
ITセンターの協力により実現。



大学における
研究データ管理の支援体制

 欧米の先駆的な大学においては、大学図書館が中心となり、
ICTセンターや研究協力部などと協力してサービスを提供して
いる場合が多い。

 国内の大学図書館も意識はあるが、学内で任せるという流れになるか
は不明。

 いずれにしても、複数部署の連携体制（Multi-stakeholder 
approach）の構築が必要となる。

 一方、サービスの内容が現状では概ね、①研究データ管理計
画（DMP）のテンプレートに基づく作成支援、②ストレージの提
供であり、実際のデータ管理（データの整理、フォーマッティン
グ、解説の付与等）には至っていないという課題がある。

96
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2-5.研究データ管理の
トレーニングコース



研究データ管理のトレーニングコース

 「データ集中科学」や「研究データ管理」への注目は近年のこ
とのため、これに関わる人材育成が重要と捉えられている。

①研究者だけでなく、②研究支援者によるデータ管理が期
待されている。

②研究支援者としては、a)研究実施に密接に関わる「助教
や技術職員、URA」などのほか、b)学内で生産された学術
成果を管理する「大学図書館員」などが想定されている。

 日本医療研究開発機構（AMED）は、2018年度から「データマネジメント
プラン」の提出を義務化するに伴い、「基本的なデータ管理を進める上で
必須となるデータサイエンティスト等を記載する」ようにした。

 ただし、一般的には研究支援の立場からのデータ管理者は「データキュレータ」と呼ば
れ、「データサイエンティスト」はデータを駆使して研究そのものを行う研究者をさす場
合が多い。（AMEDの用語の使用方法には注意が必要） 98

（出典）AMED「データマネジメントプランの提出について」 https://www.amed.go.jp/content/000030140.pdf



データサイエンティスト養成講座

99



大学図書館コミュニティによる
研究データ管理トレーニングコース

100http://datalib.edina.ac.uk/mantra/
https://www.coursera.org/learn/data-management



国内の研究データ管理の
トレーニングツール

 リポジトリを通じた知の発信システムの構築を推進
する「オープンアクセスリポジトリ推進協会
（JPCOAR）」に設置された「研究データタスクフォー
ス」が、国立情報学研究所と協力して、教材開発を
行っている。

 基本編が以下のように製作されており、現在、研究
支援者向けの実務編が開発されている。分野別、
研究者向けも開発予定である。
A) RDMトレーニングツール

B) JMOOC/gacco「オープンサイエンス時代の研究データ管理」

101（出典）オープンアクセスリポジトリ推進協会（JPCOAR） 研究データタスクフォース
https://jpcoar.repo.nii.ac.jp/?page_id=68



研究データ管理の教材
…UK Data Archive 2011年発行

 英国の社会科学系データアーカイブで
あるUK Data Archiveが、研究者向
けにまとめた教材。

 UK Data Archive, “Managing and 
Sharing Data: Best Practice For 
Researchers” (2011)

 社会科学分野では社会調査データを
データアーカイブに寄託する伝統があり、
一定のノウハウや体制が整っている。

102

東京大学社会科学研究所

附属社会調査・データアー
カイブ研究センター

2013年訳書発行

（出典）UK Data Archive, “Managing and Sharing Data: Best Practice For Researchers” (2011)
https://data-archive.ac.uk/media/2894/managingsharing.pdf

（出典）東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センター
http://csrda.iss.u-tokyo.ac.jp/ssjda/book/
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3.日本における

研究データ管理の動向



104

3-1.日本のオープンサイエンスに
関わる政策動向



G8科学大臣会合における
研究データのオープン化を確約する共同声明

3. Open Scientific Research Data
Open enquiry is at the heart of scientific endeavour, and rapid 
technological change has profound implications for the way that 
science is both conducted and its results communicated. It can 
provide society with the necessary information to solve global 
challenges. We are committed to openness in scientific research 
data to speed up the progress of scientific discovery, create 
innovation, ensure that the results of scientific research are as 
widely available as practical, enable transparency in science and 
engage the public in the scientific process.
i. 公的資金を得た研究データを可能な限りオープンにする

ii. オープンな研究データは（FAIR）データプリンシプルに従うべき

iii. 最大限の効用を得るため、データは効率的、効果的に提供されるべき

iv. 科学コミュニティに受容されるように、ポリシーやインフラの裏付けが必要
である 105（出典）G8 Science Ministers Statement London UK, 12 June 2013 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/206801/G8_Science_Meeting_Statement_12_June_2013.pdf



日本における
オープンサイエンス関連政策の展開

 2013年6月

 G8科学大臣会合における研究データのオープン化を確約する共同声明

 2015年3月

 内閣府「国際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関する検討会」報告書

 2016年1月

 第5期科学技術基本計画 ⇒知の基盤の強化向けてオープンサイエンスを推進

 2016年2月

 科学技術・学術審議会 学術分科会 学術情報委員会「学術情報のオープン化の推進につい
て（審議まとめ）」

 2016年7月

 日本学術会議 オープンサイエンスの取組に関する検討委員会「オープンイノベーションに資
するオープンサイエンスのあり方に関する提言」

 2017年6月

 科学技術イノベーション総合戦略2017 「オープンサイエンスの推進」

 2018年6月

 内閣府 「統合イノベーション戦略」

 2018年6月

 日本経済再生本部 「未来投資戦略2018 -『Society5.0』『データ駆動型社会』への変革 -」106



内閣府のオープンサイエンス報告書に
おける定義：

オープンサイエンスは、オープンアクセスとオープンデー
タを含む概念であり、オープン化の対象として、研究成果
や新たな知見、データを包含し、イノベーション創出につな
がる概念として捉えられている。

新たなイノベーションの源泉となる成果やその基となった
データに関し、近年、諸外国においては、急速に進展して
きたデジタル化と高度ネットワークを伴う情報通信技術
（ICT）を背景に、科学を研究者に留まらず幅広い関係者
に公開し、特に、公的研究資金で得られた研究成果の共
有、相互利用を促すオープンサイエンスとして動きが顕著
となっている。

107（出典）内閣府「国際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関する検討会」報告書（2015）
http://www8.cao.go.jp/cstp/sonota/openscience/150330_openscience_1.pdf



日本の助成機関のOA/OS方針

108

 「日本学術振興会の事業における論文のオープンアクセ
ス化に関する実施方針」（2017.3.9）

 JSPS助成による論文については、原則OA

 研究成果報告において、OAの有無をチェック

日本学術振興会

 「オープンサイエンス促進に向けた研究成果の取扱いに
関するJST の基本方針」（2017.4.1）

 JST助成による論文については、原則OA

 論文のエビデンスデータは公開することを推奨

 研究採択後のデータマネジメントプランの提出を義務付け

科学技術振興機構



国立研究開発法人におけるデータポリシー
策定のためのガイドライン

データポリシーで定めるべき項目
1. 機関におけるポリシー策定の目的

2. 管理する研究データの定義、制限事項

3. 研究データの保存・管理・運用・セキュリティ

4. 研究データに対するメタデータ、識別子の付与、
フォーマット

5. 研究データの帰属、知的財産の取り扱い

6. 研究データの公開、非公開および猶予期間ならびに
引用

109（出典）内閣府「国立研究開発法人におけるデータポリシー策定のためのガイドライン」（2018）
http://www8.cao.go.jp/cstp/stsonota/datapolicy/datapolicy.html
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3-2.日本の研究不正防止への対応と
研究データ10年保存ルール



日本における研究不正防止に関わる
政策動向…研究データに関連して

111

 科学技術・学術審議会 研究活動の不正行為に関する特別
委員会「研究活動の不正行為への対応のガイドラインにつ
いて」（2006.8.8）

 文部科学大臣決定「研究活動における不正行為への対応
等に関するガイドライン」（2014.8.26）

 研究不正防止に関わる「機関の責任」の明確化

 一定期間の「研究データの保存・開示」の明確化

 日本学術会議「（回答）科学研究における健全性の向上に
ついて」（2015.3.6）

 「研究データ10年保存ルール」の提示



文部科学大臣決定「研究活動における不正行為への
対応等に関するガイドライン」（2014.8.26）

「第１節 ２ 研究成果の発表」のとおり、研究成果の発表とは、研究活動によって得られた成果
を、客観的で検証可能なデータ・資料を提示しつつ、科学コミュニティに向かって公開し、その内
容について吟味・批判を受けることである。したがって、故意による研究データの破棄や不適切
な管理による紛失は、責任ある研究行為とは言えず、決して許されない。研究データを一定期
間保存し、適切に管理、開示することにより、研究成果の第三者による検証可能性を確保する
ことは、不正行為の抑止や、研究者が万一不正行為の疑いを受けた場合にその自己防衛に資
することのみならず、研究成果を広く科学コミュニティの間で共有する上でも有益である。

このことから、研究機関において、研究者に対して一定期間研究データを保存し、必要な場合
に開示することを義務付ける旨の規程を設け、その適切かつ実効的な運用を行うことが必要で
ある。なお、保存又は開示するべき研究データの具体的な内容やその期間、方法、開示する相
手先については、データの性質や研究分野の特性等を踏まえることが適切である。

＜＜研究機関が実施する事項＞＞

○ 研究者に対して一定期間研究データを保存し、必要な場合に開示することを義務付ける規
程を整備し、その適切かつ実効的な運用を行うこと

112

（２）研究機関における一定期間の研究データの保存・開示

（出典）文部科学大臣決定「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」(2014)
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/1351568.htm



日本学術会議（回答）
…研究データ10年保存ルール

研究者には本来、自らの研究活動によって生み出されたデータや試料を、事情さえ許せば永久
保管しようという自然な欲求がある。公的な資金によって実施された研究で生み出された成果や
そのもととなるデータ等は公的資産としての性格も有することから、それらを適切に管理・保存し、
必要に応じて開示することは、研究者及び研究機関に課せられた責務である。

論文等の形で発表された研究成果のもととなった実験データ等の研究資料は、当該論文等の
発表から 10 年間の保存を原則とする。試料や標本などの有体物については５年間を原則とす
る。ただし、保存が不可能ないしは著しく困難である、保存のためのコストやスペースが膨大にな
る、など社会通念上、止むを得ない理由がある場合はこの限りではない。また医療分野や社会
調査など、データ等の扱いに特段の規程がある場合にはそれに従う。

資料等の保存は、それらを生み出した研究者自身が主たる責任を負う。研究室主宰者や研究
機関は、研究倫理教育の一環として資料保存に関わる啓発を行うとともに資料保存の環境整備
に努めなければならない。また、研究者の転出に際して、保存対象となるものの状況を確認し、
後日必要となった場合の追跡可能性を担保しておくことが求められる。

113

４ 研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務、並びに実験デー
タ等の保存の期間及び方法（研究分野の特性に応じた検討）

（出典）日本学術会議「（回答）科学研究における健全性の向上について」（2015.3.6）
http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-k150306.pdf



国立大学法人東京大学における
研究資料等の保存に関する指針

(目的) 第1条 この指針は、国立大学法人東京大学における研究活動上の不正行為の防止に関する規則（以下「規則」という。）第
5第3項に基づき、東京大学における研究資料等の保存について、基本的な事項を定める。

(定義) 第2条 この指針において使用する用語は、規則において使用する用語の例による。

(適用対象) 第3条 この指針の適用対象は、次の論文等の作成において発表成果の根拠となった研究資料等とする。

(1) 査読を経て学術雑誌に掲載された論文, (2) 学位論文

(3) 研究分野の慣行に応じて前2号に準じて取り扱うことが適当な学術上の成果物

(責任体制) 第4条 研究資料等の保存は、原則として当該論文等を作成した研究者が責任を負う。

2 部局責任者は、前項による保存に必要な措置を講ずる。

(研究資料等の保存期間) 第5条 論文等の成果発表の根拠となった研究資料等の保存期間は、原則として次のとおりとする。ただ
し、研究分野の特性に応じ、各部局又は各研究分野において別の定めをすることができる。

(1) 文書、数値データ、画像などの研究資料 10年間, (2) 試料や標本などの有体物 5年間

2 前項の保存期間は、論文等の発表の時から起算する。

3 第1項の規定にかかわらず、法令等又は契約により研究資料等の保存期間が別途定められている場合は、その定めに
従う。

(研究資料等の保存方法) 第6条 研究資料等の保存方法は、保存場所の制約や保存に要する費用を考慮した上で各部局又は各
研究分野において定める。

2 研究者の保存する研究資料等については、異動や退職による転出に際して、当該複写を保存する、所在を把握するなど
適切な措置が講ぜられなければならない。

(その他) 第7条 前2条に定めるもののほか、研究資料等の保存について必要な事項は、各部局又は各研究分野において定める。

114（出典）国立大学法人東京大学における研究資料等の保存に関する指針
https://www.u-tokyo.ac.jp/gen01/reiki_int/reiki_honbun/au07410541.html



研究データの保存及び必要に応じた開示の
義務付けに関わる規定の整備状況（平成27年度）
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あるない

（出典）文部科学省「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドラインに基づく平成 27 年度履行状況調査の結果について」（2016）, P20
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2016/04/26/1368872_04_1.pdf

あるない

国立大学等

公立大学

私立大学

公立短期大学

私立短期大学

国公私立高等専門学校

国、地方の試験研究機関

独立行政法人

企業

一般社団法人、財団法人等



研究データの保存・開示に関わる
特徴的な取り組み（平成28年度）
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 研究データ等がどこでどのように保存しているか等を記載する研究データ
管理簿により、研究データの「見える化」を実施。（九州工業大学 P.68）

 臨床研究を対象とした「人対象研究データ管理簿等」、及び臨床研究以
外の 「データ管理簿」、研究データの保存・管理状況を確認するチェック
シート による作成義務。（和歌山県立医科大学 P.78）

 研究データをリポジトリに登録し、開示していくことを検討。（神戸松蔭女
子学院大学 P.125）

 研究者個人の自らの研究進捗を記す実験ノートと研究室ミーティング時
の ラボノートを併用した研究室の取組。（久留米大学 P.133）

一定期間の研究データの保存・開示 （特徴的な取組）

（出典）文部科学省「研究機関における公正な研究活動の推進に資する促進モデル調査の結果について」（2017）, P4
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2018/07/09/1406559_1.pdf



九州工業大学
研究データ保管管理簿

 記載項目

 保管管理者名

 関連No.
 発表テーマ・タイトル
 発表会議名等
 発表日

 保存期間（5年）
 データ破壊予定日
 データの保管場所等
 保存する研究データ等
 データ破棄日

 備考

117

研究データ保管管理簿

保管管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連No. 発表テーマ・タイトル 発表会議名等 発表日 保存期間 データ破棄予定日 データの保管場所等 保存する研究データ等 データ破棄日 備考
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年
5年

（出典）九州工業大学「国立大学法人九州工業大学における研究活動に係る不正行為の防止及び対応に関する規程」（2014）
「添付ファイル３：18_03_29別記様式第２号.xlsx」

https://db.jimu.kyutech.ac.jp/cgi-bin/cbdb/db.cgi?page=DBRecord&did=206&vid=24&rid=236&text=%8C%A4%8B%86%83%66%81%5B%83%5E%95%DB%8A%C7&Head=&hid=&sid=6&rev=1&ssid=3-41-11688-g162

（保存する研究データの管理方法）

第４１条 研究者等の研究データについて，研究
者等の個人単位で別記様式第２号の研究データ
保管管理簿（以下「管理簿」という。）に，研究成
果を発表した都度，情報を追記して管理する。



九州工業大学
研究データ引継ぎ等証明書

118（出典）九州工業大学「国立大学法人九州工業大学における研究活動に係る不正行為の防止及び対応に関する規程」（2014）
「添付ファイル２：18_03_29_別記様式第1号.docx」

https://db.jimu.kyutech.ac.jp/cgi-bin/cbdb/db.cgi?page=DBRecord&did=206&vid=24&rid=236&text=%8C%A4%8B%86%83%66%81%5B%83%5E%95%DB%8A%C7&Head=&hid=&sid=6&rev=1&ssid=3-41-11688-g162

A) 全ての研究データを九州工業大学
に残していく。

B) 一部又は全ての研究データの持ち
出しを行う。

（異動又は退職時の研究データの取扱い）

第４２条 研究者等が他機関へ異動又は定年
退職等により本学を離れる場合（以下「学外
への異動者」という。），学外への異動者が管
理する研究データについて，別記様式第１号
の研究データ引継ぎ等証明書（以下「証明
書」という。）を作成の上，原則本学が継続し
て保管するものとする。

「研究データ引継ぎ等証明書」における選択肢



研究データの保存・開示に関わる
特徴的な取り組み（平成29年度）
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 研究データの保存等に関する取組
大学において研究データの保存等に関するガイドラインを定めている。（九州大学、P88）
研究データについて、啓発パンフレットに「実験データの保存・開示等の必要性」を明記し誓約書の徴取、

Ｗｅｂ及び全学メールで注意喚起に努めている。（電気通信大学、P.41）
 分野の特性をふまえた研究データ保存等の取組等
エイズ学研究センター及び生命資源研究支援センターでは電子データについて一括管理を行っており、大

学院生命科学研究部（保健学系）では電子データは外部と接続しない PCに蓄積している。（熊本大学、
P.95）

データ保存について、芸術分野では、芸術作品そのものが研究成果とされ、不正防止にデータ保存が他
分野に比べて重要とされない場合について分野の特性をふまえて整理している。（東京藝術大学、P.34）

学部の研究室が廃止される等の際、研究資料を大学博物館に受け入れている。（琉球大学、P.102）
 研究データ管理の指針
研究の電子データの管理の方法について学生向け及び教員向けの指針を設けている。（名古屋工業大

学、P.69）
 研究データ保存とレポジトリサービス
電子データの保存について、大学のガイドラインにおいて、外部にある研究分野のレポジトリサービスを示

し利用を推奨している。（沖縄科学技術大学院大学、P.110）

一定期間の研究データの保存・開示 （特徴的な取組）

（出典）文部科学省「「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」を踏まえた体制整備等の状況に関する実態調査の結果について」（2018）, P4
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2018/07/09/1406559_2.pdf



120（出典）名古屋工業大学「名古屋工業大学における研究データ管理の指針（教員向け）」（2017）
https://www.nitech.ac.jp/research/prevention/files/iniquity21.pdf



121（出典）名古屋工業大学「名古屋工業大学における研究データ管理の指針（教員向け）」（2017）
https://www.nitech.ac.jp/research/prevention/files/iniquity21.pdf



日本国内の研究データの保存・開
示に関わる現状

 全般に、大学規定は整備されつつある。

 しかし、「研究データ10年保存ルール」を支えるe-イ
ンフラや、付随する支援体制の整備が遅れている。

 以下の整備が急務である。

122

① 研究データ保存のための、e-インフラの整備

② 研究データを登録・保存する際のルールの整備

 メタデータや保存のタイミング等

③ 研究データ保存の手続きを成り立たせるための、体制整備

 関係部署と連携体制の明確化

 研究データ保存のための支援体制整備
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3-3.日本の研究データインフラ
構築・整備の動向



国内でこれまで提供されている
学術コンテンツ向けe-インフラ

学術文献向けのサービスが中心

電子ジャーナル公開基盤（J-Stage）

機関リポジトリ（JAIRO Cloud）

目録所在情報サービス（NACSIS-
CAT/ILL）

学術情報検索サービス

124

...その他、分野別データベースが多数存在



クラウド型の機関リポジトリ環境提供サービス

―JAIRO Cloud
 2012年度開始

 各大学の機関リポジトリ（IR）のホスティングサービス

 各大学はあたかも自分で機関リポジトリを持っているように見える。

 近年は、機関リポジトリを独自に運営していた大規模大学も、移行。
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■ JAIRO Cloudで公開予定
■ JAIRO Cloud利⽤
■独⾃構築

811 IRs 
IRの数では、

世界1位の日本!



内閣府の報告書によるオープンサイエンス
ステークホルダー相関図

http://www8.cao.go.jp/cstp/sonota/openscience/
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研究データも含めた学術サービス
を提供する上の課題

1. 既出版物ではないため、研究者に寄り添った
サービスである必要がある。

2. 検索可能とするための書誌情報（メタデータ）の
書式が確立していない。

3. 分野により、データに大きな多様性がある（書
誌情報、データサイズ、フォーマット等）。

4. プライバシーやセキュリティ等、取扱いに注意を
要する。
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オープンサイエンス対応－研究データ基盤

128

• 機関リポジトリ＋分野別リポジトリやデー
タリポジトリとも連携

• 研究者や所属機関、研究プロジェクトの情
報とも関連付けた知識ベースを形成

• 研究者による発⾒のプロセスをサポート

⻑期保存対応ストレージ領域

Cold
Storage

Cold
Storage

Cold
Storage

Hot
Storage

Hot
Storage

Hot
Storage

データ公開基盤

メタデータ集約・管理
知識ベースの構築

成果論⽂ 研究データ

機関向け研究データ管理公開・蓄積管理・保存

検索・利⽤

⾮公開 共有 公開
• データ管理基盤における簡便な操作で研究
成果の公開が可能

• 図書館員やデータキュレータによる、メタ
データや公開レベル統計情報などの管理機
能の提供

• データ収集装置や解析⽤計算機とも連携
• 研究遂⾏中の研究データなどを共同研究者
間やラボ内で共有・管理

• 組織が提供するストレージに接続した利⽤
が可能

分野別
リポジトリ

海外の
研究データ
公開基盤DOI ORCIDデータ検索基盤

by

直結

アクセスコントロール

実験データ
収集装置

解析⽤
計算機

データ管理基盤

次期
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⼤学等研究チーム

データ管理基盤

データ公開基盤

データ検索基盤

○従来知⾒（論⽂や実験
データ）の取得、整理

○独⾃の実験データや解析
結果の管理、共有

Hot
Storage

新たな研究成果

○執筆論⽂の管理、共有
○図表等の管理、共有
○エビデンスデータの整理

公開OK ⾮公開希望 Cold
Storage

⾮公開データの⻑期保存ファイル＋メタデータ

○図書館員、キュレータに
よるメタデータチェック

○DMPとの整合性確認
○エンバーゴの設定
○DOIの付与

図書館員
キュレータ

などがサポート

○他の論⽂等とのリンク情
報を機械的に付与

○名寄せ処理などを実施
○各公開基盤（機関リポジ
トリ）からの情報を収集

情報基盤センター
などが管理

⾮公開・ラボ公開・インターネット

新しい研究着⼿

実験・解析

論⽂執筆・投稿

論⽂採録論⽂・データ登録

公開

従来知⾒調査

海外サービス連携


